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議案第１９号

　（総　則）
第１条

　（業務の予定量）
第２条

(1) 　 戸
(2)  　㎥
(3)  　㎥
(4)

　千円

　（収益的収入及び支出）
第３条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ４ 項 　千円予 備 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用 ８,３４２

簡 易 水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

８１,２０２

２２７,１８５
２１６,８４３

　業務の予定量は、次のとおりとする。
給 水 戸 数 ２,３５９

令和８年度　久米南町簡易水道事業会計予算

　令和８年度久米南町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

年 間 総 配 水 量

基幹改良施設詳細設計事業

４９５,３４６
一 日 平 均 配 水 量 １,３５７
主 要 な 建 設 改 良 事 業

１１,１１０

　なお、営業費用中総係費１，８７０千円の財源に充てるため、企業債１，８００千円を借り入れる。

収　　　　　　入

簡 易 水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

２０８,５１８
１２７,３１６

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

支　　　　　　出

２,０００
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　（資本的収入及び支出）
第４条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円
第 ５ 項 　千円

　 (債務負担行為）
第５条 　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期　　　　間 限　　度　　額

資 本 的 支 出 ６１,３３４
建 設 改 良 費 １１,１１０
固 定 資 産 購 入 費 ３,４４０
企 業 債 償 還 金 ４４,７８３

予 備 費 ２,０００
基 金 積 立 金 １

支　　　　　　出

資 本 的 収 入 １０,２２０
企 業 債 １０,０００

令和８年度～令和９年度 ２，７００千円

事　　　　項

地方公営企業法適用事業

国 庫 補 助 金 ２２０

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５１，１１４千円

収　　　　　　入

は、当年度分損益勘定留保資金５１，１１４千円で補填するものとする。）。
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）　

⒈
⒉
⒊

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

（単位：千円）　

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

⒈
⒉
⒊

⒈

2,244

雑支出 60 0

資産減耗費 0 0

60

△ 5,675
原水及び浄水費 63,021 680
配水及び給水費

0
予備費 2,000 0

2,000
2,000

⒋

111,570 △ 16,720

△ 394
消費税及び地方消費税 6,000 06,000

0
8,736
2,676

5,108

⒈ 簡易水道事業費用 227,185 △ 6,069
⒈ 営業費用 216,843

⒉ 営業外費用 8,342 △ 394
支払利息及び企業債取扱諸費 2,282

予備費 2,000

総係費 22,840 5,257

 支　出
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較前 年 度 予 算 額

△ 4,814
受取利息及び配当金 2

消費税及び地方消費税還付金 1 0
雑収益 3 △ 5

△ 40
他会計補助金 34,374 2,207
長期前受金戻入 46,822 △ 6,976

令和８年度　久米南町簡易水道事業会計予算実施計画

 収　入
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

4,244
⒈ 簡易水道事業収益

給水収益 120,000 △ 1,240
国庫補助金 2,244

208,518 △ 570
⒈ 営業収益 127,316

その他営業収益

前 年 度 予 算 額
209,088
123,072
121,240

0
1,832
86,016

42
32,167
53,798

1
8

5,072 3,240
⒉ 営業外収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

233,254
222,518
62,341
14,304
17,583
128,290

81,202

19,412

減価償却費
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（単位：千円）　

⒈

⒈

（単位：千円）　

⒉

⒈
⒉

⒈
⒉

⒈

⒈

有形固定資産購入費 440 0 440

国庫補助金 220 220

予備費 2,000 500
予備費 2,000 500

42
42

1,500
1,500

1 △ 41

10,220 10,220
⒈ 企業債 10,000

⒈ 資本的支出 61,334 2,769

⒊ 企業債償還金 44,783

⒋ 基金積立金 1 △ 41
基金積立金

2,765

⒌

△ 7,905
建設改良等企業債償還金 39,562 △ 10,670
その他企業債償還金 5,221

支　出
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

⒉ 固定資産購入費 3,440 △ 895

無形固定資産購入費 3,000 △ 1,335

11,110 11,110

⒈ 資本的収入

⒉ 国庫補助金 220 220

10,000
建設改良等企業債 10,000 10,000

0
0
0

款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較前 年 度 予 算 額
収　入

⒈ 建設改良費
配水施設費 11,110 11,110

資 本 的 収 入 及 び 支 出

52,688
50,232
2,456

0
0

前 年 度 予 算 額
58,565

0
0

4,335

4,335
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（単位：千円）　
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △
減価償却費
資産減耗費
賞与引当金の増減額(△は減少)
法定福利費引当金の増減額(△は減少)
貸倒引当金の増減額(△は減少)
長期前受金戻入額 △
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
未収金の増減額(△は増加)
未払金の増減額(△は減少)
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △
無形固定資産の取得による支出 △
国庫補助金による収入
基金積立による支出 △
一般会計又は他の会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △
財務活動によるキャッシュ・フロー △

　資金増加額
　資金期首残高
　資金期末残高

32,983

5,689
44,490
50,179

1
0

13,008

11,800
44,783

2,282
51,680

10,500

220
2,727

0
53,960

2

令和８年度　久米南町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

0
46,823

2
2,282

0

13,156
111,570

0
54
35
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1 総　　括

（単位：千円）　

2 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）　

3 給料及び手当の状況
職員１人当たりの給与

33.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 301,500令和７年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 263,100

平 均 年 齢 ( 歳 )

34.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 312,700

備　　　　考

令和８年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 276,700

(1)
区　　　　分 行　　一　　職

平 均 年 齢 ( 歳 )

そ の 他 の 増 減 分 68
手　当 34

制度改正に伴う増減分 -34

給　料 101
給与改定に伴う増減分 78 給料表の改定によるもの

そ の 他 の 増 減 分 0
昇 給 に 伴 う 増 減 分 23 昇給によるもの

64 0 10

区　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　考

職員手当
の内訳

区分

△ 38 △ 6 4 20 △ 20
38 279 160 0 450

本年度
前年度
比　較

1,502 0 327
1,566 0 3370 273 164 20 430

時間外等
勤務手当

期末勤勉
手　　当

児童手当
退職手当
負 担 金

135 40 175

扶養手当 住居手当 通勤手当
管理職員

特別勤務手当

比　較 0 0 0 101 34
前年度 0 1 0 3,263 2,756 6,019 1,111

6,154 1,151本年度 0 1 0 3,364 2,790
7,130
7,305

給料 手当 計

給　与　費　明　細　書

区分
職員数 給与費　(千円)

法定福利費
(千円)

合　計
(千円)

備　考特別職
(人)

一般職
(人)

報酬
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初任給

級別職員数

（級別の基準となる職務）
６　級

主 事
主 事 主 幹 課 長 補 佐

課 長 代 理 課 長
技 師
主 事 補

技 師

区　　分

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主 任 上 席 主 幹
技 師 補

計 1 100.00
６　級

令和７年４月１日現在
５　級
４　級

２　級 1 100.00
３　級

１　級
計 1 100.00

６　級

４　級

２　級 1 100.00
３　級

令和８年４月１日現在

１　級

５　級

級 職員数　(人) 構成比　(％)

(3)

区分
行　一　職

大 学 卒 232,000 232,000
高 校 卒 200,300 200,300

(2)

区　分 行 一 職　(円)
一般会計の制度
行 一 職　(円)

備　　　　考
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昇　　給

特殊勤務手当…該当なし

期末手当、勤勉手当

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

3～45%加算

同　　上

(7)
区　分 20年勤続の者(月分） 25年勤続の者(月分） 35年勤続の者(月分） 最高限度(月分） その他の加算措置等 備　考

一般会計の制度 2.325 2.325 4.65 有
前 年 度 2.300 2.350 4.65 有
本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

(5)

(6)

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月(月分) １２月(月分) (月分)

８号給（人）

比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

４号給（人） 1 1
６号給（人）

４号給（人） 1 1
６号給（人）

前
年
度

職員数(A)　(人） 1 1
比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

号給数別内訳

２号給（人）

８号給（人）

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

号給数別内訳

本
年
度

職員数(A)　(人） 1 1

２号給（人）

(4)
区 　　分 合　計 行 一 職
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その他の手当

住 居 手 当 同　　一
通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当 同　　一
管 理 職 手 当 同　　一

(8)
区　　　　分 一般会計の制度との差同 差異の内容
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千円 千円 千円 千円 千円

左の財源内訳

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

期間 金額 期間 金額 企業債

地方公営企業法適用事業
２，７００

令和７年度から
９３５

令和８年度から
２，７００ ２，７００

令和８年度まで 令和９年度まで
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（単位：千円）　

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,572
その他未処分利益剰余金変動額 0

22,292

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0
当 年 度 純 損 失 19,720

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

(5) 雑 収 益 7 85,957
4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 2,676

(2) 他 会 計 補 助 金 32,110

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 53,798

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 42

(3) 他 会 計 負 担 金 0

(5) 資 産 減 耗 費 0 214,887
営 業 損 失 102,911

(3) 総 係 費 16,874
(4) 減 価 償 却 費 128,290

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 56,690
(2) 配 水 及 び 給 水 費 13,033

(3) そ の 他 営 業 収 益 1,758 111,976
2 営 業 費 用

(1) 給 水 収 益 110,218
(2) 受 託 工 事 収 益 0

1 営 業 収 益

令和７年度　久米南町簡易水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）

2,766 83,191
経 常 損 失 19,720

5 特 別 利 益

(2) 雑 支 出 90

6 特 別 損 失
(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(1)
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（単位：千円）　

資 産 合 計 1,308,915

貸 倒 引 当 金 △ 1,361 7,471
流 動 資 産 合 計 51,961

(1) 現 金 預 金 44,490
(2) 未 収 金 8,832

固 定 資 産 合 計 1,256,954

(2) 無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア 3,941

2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0

投資その他の資産合計 76,156

無形固定資産合計 3,941

減価償却累計額 △ 327 36

(3)

イ 基 金 76,156

有形固定資産合計 1,176,857

投資その他の資産

イ

減価償却累計額 △ 60,572 132,550

ホ 工具・器具及び備品 363

令和７年度　久米南町簡易水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 72,123

(1) 有形固定資産
イ 土 地 9,849

減価償却累計額 △ 184,702 973,218
ニ

減価償却累計額 △ 10,919 61,204
ハ 構 築 物 1,157,920

機 械 及 び 装 置 193,122
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負 債 資 本 合 計 1,308,915

剰 余 金 合 計 △ 22,292
資 本 合 計 577,456

資本剰余金合計 0

負 債 合 計 731,459

資 本 の 部

イ 当年度末未処理欠損金 22,292
利益剰余金合計 △ 22,292

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 0
ロ 他 会 計 負 担 金 0

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 599,748
資 本 金 合 計 599,748

6 資 本 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 107,226
繰 延 収 益 合 計 460,398

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 567,624

引 当 金 合 計 507
流 動 負 債 合 計 55,531

イ 賞 与 引 当 金 425
ロ 法定福利費引当金 82

(2) 未 払 金 10,241
(3) 引 当 金

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 44,783

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

充てるための企業債 215,530
固 定 負 債 合 計 215,530

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

負 債 の 部
3 固 定 負 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年
工具・器具及び備品 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 5 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記
1 　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は１３２，３１４千円である。
2 　引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記
久米南町簡易水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

(2)
2

令和７年度　注記表

(1)

7
15
3

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなっているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金４１５千円を取り崩す予定である。

(2)
当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金７８千円を
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（単位：千円）　

資 産 合 計 1,216,260

貸 倒 引 当 金 △ 1,361 7,473
流 動 資 産 合 計 57,652

(1) 現 金 預 金 50,179
(2) 未 収 金 8,834

固 定 資 産 合 計 1,158,608
2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 76,157

(3)

イ 基 金 76,157

有形固定資産合計 1,076,016

投資その他の資産

減価償却累計額 △ 84,850 108,271
ホ 工具・器具及び備品 762

ニ

令和８年度　久米南町簡易水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 72,123

機 械 及 び 装 置 193,121

(1) 有形固定資産
イ 土 地 9,848

減価償却累計額 △ 15,461 56,662
ハ 構 築 物 1,157,919

減価償却累計額 △ 267,200 890,719

減価償却累計額 416△ 346
ヘ

(2) 無形固定資産
イ ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計
6,435

6,435

建 設 仮 勘 定 10,100
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負 債 資 本 合 計 1,216,260

剰 余 金 合 計 △ 35,448
資 本 合 計 564,300

資本剰余金合計 0

負 債 合 計 651,960

資 本 の 部

充てるための企業債

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 0
ロ 他 会 計 負 担 金 0

イ 当年度末未処理欠損金 35,448

利益剰余金合計 △ 35,448

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 599,748
資 本 金 合 計 599,748

6 資 本 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 154,051

繰 延 収 益 合 計 413,793

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 567,844

引 当 金 合 計 596
流 動 負 債 合 計 49,258

ロ 法定福利費引当金 117

(2) 未 払 金 10,241
(3) 引 当 金
イ 賞 与 引 当 金 479

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 38,421

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計 188,909

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

188,909

負 債 の 部
3 固 定 負 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年
工具・器具及び備品 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記
1 　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は１３２，３１４千円である。
2 　引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記
久米南町簡易水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

2

令和８年度　注記表

(1)

7
15
3

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金４２５千円を取り崩す予定である。

(2)
当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金８２千円を

(2)

5
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予　算　内　訳　書
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒈

⒊ ⒉

⒊

⒈ ⒈

⒉

⒉ ⒈

⒊ ⒈

⒋ ⒈

⒌ 90.

給水装置指定工事店指定手数料等 171
国庫補助金 2,244

⒈ 営業収益

基金利息 1

国庫補助金 2,244
給水収益 120,000 121,240 △ 1,240 簡易水道料金 120,000

0
その他営業収益 5,072 1,832

2,244
3,240 手数料 172

令和８年度　久米南町簡易水道事業会計事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

127,316

新規加入金 4,900

123,072 4,244

督促手数料 1

簡易水道料金 120,000
国庫補助金 2,244

加入金 4,900

簡易水道事業収益 208,518 209,088 △ 570

⒉ 営業外収益

受取利息及び配当金 2 42 △ 40 預金利息 1 預金利息
81,202 86,016 △ 4,814

1

消費税等還付金 1
雑収益 3 8 △ 5 その他雑収益 3 行政財産使用料等 3
消費税及び地方消費税還付金 1 1 0 消費税及び地方消費税還付金 1

基金利息 1
他会計補助金 34,374

長期前受金戻入 46,822 53,798 △ 6,976 長期前受金戻入 46,822 長期前受金戻入 46,822
他会計補助金 34,374 32,167 2,207 他会計補助金 34,374
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（単位：千円）　

⒈

⒈

⒒

⒓

⒘

⒙

⒚

21.

25.

26.

35.

37.

⒉

⒒

⒘

⒚

21.

25.

37.

⒊

⒉

⒊

6

2,100 浄水場施設修理等 2,100
賃借料 3

3,067水質検査委託料等
浄水施設等草刈用燃料代

建物災害共済保険料 25
53,868受水費

汚泥槽清掃運搬作業手数料等 492

電気代

神目浄水場土地賃借料

簡易水道事業費用 227,185 233,254 △ 6,069

備消品費 417

⒈ 営業費用

手数料 492
委託料 3,067

 支　出

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

受水費 53,868

水質試験用試薬代等 417

備消品費 470

保険料 25

燃料費 6

金　額

原水及び浄水費 63,021 62,341 680

備　　　考
区　　分

216,843 222,518 △ 5,675

2,200
薬品費 843 薬品費 843
動力費 2,200

3
修繕費

51
委託料 1,752 1,752

配水及び給水費 19,412 14,304 5,108

草刈委託料等
仕切弁等部品代 470

9,400

保険料 39 建物災害共済保険料 39

修繕費 9,400

486
児童手当 0

水道監視線電柱共架使用料

手当 2,311 扶養手当
給料

配水施設修理等
賃借料 51

通勤手当

勤勉手当

管理職員特別勤務手当 20

電気代 7,700動力費 7,700

325
期末手当 601
時間外勤務手当

住居手当
164

0
273

3,364
総係費 22,840 17,583 5,257

給料 3,364
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（単位：千円）　

⒈
営業費用

⒋

⒌

⒍

⒏

⒒

⒓

⒖

⒘

⒙

⒚

21.

27.

34.

37.

⒋ ⒈

⒉

⒌ ⒈

105

無形固定資産減価償却費 233 ソフトウエア減価償却費 233

プリンター使用料等 173
修繕費 2,177

機械及び装置減価償却費 24,278

量水器 4,148

111,570 128,290 △ 16,720 有形固定資産減価償却費 111,337
検針員保険料等 282

負担金 145 日本水道協会岡山県支部負担金等 145
材料費 4,148

一般職普通退職手当及び負担金 337
休日・夜間勤務手当

賞与引当金繰入額 479
法定福利費 1,034 共済組合負担金 1,034
賞与引当金繰入額 479

共済組合負担金引当額繰入

普通旅費 7
117法定福利費引当金繰入額 117

旅費 7

会計システム委託料 1,030
委託料 6,777

事務用品代 439
公用車燃料代 166燃料費 166

備消品費 439

郵券料 3
公営企業会計支援業務委託料 1,870

手数料 754

料金システム委託料

口座振替等手数料等 754

1,782

スマートメーターシステム構築等 740

通信運搬費 3

保険料 282

量水器交換 2,177

検針委託料 1,355

賃借料 637 公用車リース料 227
スマートメーターシステム料 237

工具・器具及び備品減価償却費 19

機械及び装置除却費 0資産減耗費 0 0 0

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

4,542

固定資産除却費 0

構築物減価償却費 82,498
減価償却費 建物減価償却費
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（単位：千円）　

⒈ ⒈

⒉ ⒈

⒊ ⒉

⒈ ⒈

⒉ 営業外費用

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

消費税及び地方消費税

備　　　考
区　　分 金　額

60 0 その他雑支出 60

支払利息及び企業債取扱諸費 2,282 2,676
8,342 8,736 △ 394

企業債利息 2,282 企業債利息 2,282△ 394
消費税等 6,000

雑支出 60 過誤納 60
6,000 6,000 0 消費税及び地方消費税 6,000

予備費
予備費

2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費
2,000 2,000 0

2,000
⒋
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

（単位：千円）　

⒈

⒉ ⒘

⒈ 5
⒉ 7

⒈ ⒈
⒉ ⒈

⒈ ⒈

⒈ 0010

220 0 220 国庫補助金 220 国庫補助金 220

⒊ 企業債償還金

⒌ 予備費

⒈ 企業債

 支　出

款　項

資本的支出

⒋ 基金積立金

⒉ 国庫補助金

⒈ 建設改良費

⒉ 固定資産購入費

10,220

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

建設改良等企業債 10,000 0 10,000 建設改良等企業債 10,000 建設改良等企業債 10,000
10,000 0 10,000

220 0 220
国庫補助金

11,110 0 11,110

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

0

委託料 11,110 基幹改良詳細設計等 11,110

スマートメーター検針機具 440
料金システム構築業務委託料 3,000

△ 895

予備費 2,000 1,500
2,000 1,500

その他企業債償還金 5,221 2,456

61,334 58,565

目
本年度
予定額

前年度
予定額

3,440

50,232

配水施設費

資本的収入 10,220 0

予備費

44,783 52,688 △ 7,905
△ 10,670 建設改良等企業債償還金 39,562 建設改良等企業債償還金

WEBポータル照会導入

建設改良等企業債償還金

有形固定資産購入費 440

2,000500 予備費 2,000

5,221

500

5,221 その他企業債償還金2,765 その他企業債償還金

39,56239,562

基金積立金 1 42 △ 41 基金積立金 1 基金積立金 1
1 42 △ 41

2,769

0 440 工具・器具及び備品購入費 440
無形固定資産購入費 3,000 4,335 △ 1,335 ソフトウェア購入費 3,000

11,110 0 11,110

4,335
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議案第２０号

　（総　則）
第１条

　（業務の予定量）
第２条

(1) 　 戸
(2)  　㎥
(3)  　㎥
(4)

　千円
　千円

　（収益的収入及び支出）
第３条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ４ 項 　千円２,０００予 備 費

２６６,９０４
４５,０１９

２２１,８８５

２４８,５６５
２２８,１３２

支　　　　　　出

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用 １８,４３３

公 共 下 水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　なお、営業費用中総係費１，８１５千円の財源に充てるため、企業債１，８００千円を借り入れる。

収　　　　　　入

公 共 下 水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

２１８,１３３
一 日 平 均 処 理 水 量 ５９８
主 要 な 建 設 改 良 事 業

処 理 場 整 備 事 業 ２２３,３００

　業務の予定量は、次のとおりとする。
水 洗 化 世 帯 ９２７

令和８年度　久米南町公共下水道事業会計予算

　令和８年度久米南町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

年 間 総 処 理 水 量

管 路 整 備 事 業 ６３,０００

- 28 -



　（資本的収入及び支出）
第４条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円

　 (債務負担行為）
第５条

令和８年度～令和９年度 ２，３６５千円

資 本 的 支 出 ３７５,１４４

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
期　　　　間 限　　度　　額

建 設 改 良 費 ２８６,３００
固 定 資 産 購 入 費 ３,０００

基 金 積 立 金 １
企 業 債 償 還 金 ８５,８４３

支　　　　　　出

負 担 金 等 ３０,０００

資 本 的 収 入 ２８１,６５０
企 業 債 ９９,０００
補 助 金 １５２,６５０

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９３，４９４千円

収　　　　　　入

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，６９５千円、当年度損益勘定留保資金７１，５６３千円、
減債積立金１２，２３６千円で補填するものとする。）。

事　　　　項

地方公営企業法適用事業
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌
⒍

（単位：千円）　

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

⒈
⒉
⒊

⒈

⒈

補助金 0 0 0

1
2

前年度予算額
275,434
253,839
12,783
39,797

前年度予算額
268,159
45,379
42,360
3,019

222,780
6

130,500

92,271

⒋ 予備費 2,000

⒊ 特別損失 0 0
その他特別損失 0 00

2,000
2,000

0
雑支出 20 0

資産減耗費 4,567 4,027

0
予備費 2,000 0

540
19,595
18,075
1,500

20

総係費 14,874 317
減価償却費 141,466 △ 44,696

△ 1,162
消費税及び地方消費税 1,500 0

14,557
186,162

△ 25,707
管渠費 11,464 △ 1,319
処理場費 55,761 15,964

⒈ 公共下水道事業費用 248,565 △ 26,869
⒈ 営業費用 228,132

⒉ 営業外費用 18,433 △ 1,162
支払利息及び企業債取扱諸費 16,913

 支　出
款 項 目 本年度予算額 比較

45,019

その他営業収益 3,019 0
⒉ 営業外収益 221,885 △ 895

受取利息及び配当金 2

消費税及び地方消費税還付金 1 0
雑収益 2 0

△ 4
他会計補助金 149,151 18,651

長期前受金戻入 72,729 △ 19,542

令和８年度　久米南町公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入
款 項 目 本年度予算額 比較

△ 360
⒈ 公共下水道事業収益

下水道使用料 42,000 △ 360

266,904 △ 1,255
⒈ 営業収益
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（単位：千円）　

⒈

⒈

⒈

（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈

⒈
⒉

⒈

80,756
1,768

6
6

7,000
7,000
7,000
16,000
16,000

前年度予算額
118,995
33,000
19,000

3,000 △ 465

209,300

⒋ 基金積立金 1 △ 5
基金積立金 1 △ 5

3,249 1,481その他企業債償還金

⒊ 企業債償還金

⒉ 固定資産購入費 3,000
14,000
3,465
3,465
82,524

⒈ 資本的支出 375,144 256,149
⒈ 建設改良費 286,300

85,843 3,319
建設改良等企業債償還金 82,594 1,838

253,300
管路建設改良費 63,000 44,000
処理場建設改良費 223,300

△ 465
無形固定資産購入費

支　出
款 項 目 本年度予算額 比較

国庫補助金 152,650 145,650
⒊ 負担金等 30,000 14,000

その他負担金 30,000

比較
⒈ 資本的収入 281,650 251,650

⒈ 企業債 99,000 92,000
建設改良等企業債 99,000 92,000

⒉ 補助金 152,650 145,650

14,000

前年度予算額
30,000
7,000

収　入
款 項 目 本年度予算額

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）　
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益
減価償却費
資産減耗費
賞与引当金の増減額(△は減少)
法定福利費引当金の増減額(△は減少)
貸倒引当金の増減額(△は減少)
長期前受金戻入額 △
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
未収金の増減額(△は増加)
未払金の増減額(△は減少)
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △
無形固定資産の取得による支出 △
国庫補助金等による収入
工事負担金による収入
基金積立による支出 △
投資活動によるキャッシュ・フロー △

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △
財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金減少額
　資金期首残高
　資金期末残高

0
114,941

2

令和８年度　久米南町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

10
72,729

2
16,913

0

24,690
141,466

4,567
20
6

16,913
98,030

260,272

152,650
30,000

2,727

1
80,350

100,800
85,843
14,957

32,637
25,712
58,349
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1 総　　括

（単位：千円）　

2 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）　

3 給料及び手当の状況
職員１人当たりの給与

36.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 353,000令和７年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 291,100

平 均 年 齢 ( 歳 )

37.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 370,800

備　　　　考

令和８年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 305,900

(1)
区　　　　分 行　　一　　職

平 均 年 齢 ( 歳 )

そ の 他 の 増 減 分 70
手　当 74

制度改正に伴う増減分 4

給　料 52
給与改定に伴う増減分 36 給料表の改定によるもの

そ の 他 の 増 減 分 0
昇 給 に 伴 う 増 減 分 16 昇給によるもの

59 0 11

区　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　考

職員手当
の内訳

区分

△ 9 0 13 0 0
482 0 323 0 288

本年度
前年度
比　較

1,559 600 362
1,618 600 373473 0 336 0 288

時間外等
勤務手当

期末勤勉
手　　当

児童手当
退職手当
負 担 金

126 13 139

扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

比　較 0 0 0 52 74
8,604前年度 0 1 0 3,670 3,614 7,284 1,320

7,410 1,333 8,743本年度 0 1 0 3,722 3,688

給料 手当 計

給　与　費　明　細　書

区分
職員数 給与費　(千円)

法定福利費
(千円)

合　計
(千円)

備　考特別職
(人)

一般職
(人)

報酬
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初任給

級別職員数

（級別の基準となる職務）
６　級

主 事
主 事 主 幹 課 長 補 佐

課 長 代 理 課 長
技 師
主 事 補

技 師

区　　分

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主 任 上 席 主 幹
技 師 補

計 1 100.00
６　級

令和７年４月１日現在
５　級
４　級

２　級
３　級

１　級

1 100.00

計 1 100.00
６　級

４　級

２　級
３　級

令和８年４月１日現在

１　級

1 100.00

５　級

級 職員数　(人) 構成比　(％)

(3)

区分
行　一　職

大 学 卒 232,000 232,000
高 校 卒 200,300 200,300

(2)

区　分 行 一 職　(円)
一般会計の制度
行 一 職　(円)

備　　　　考
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昇　　給

特殊勤務手当…該当なし

期末手当、勤勉手当

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

3～45%加算

同　　上

(7)
区　分 20年勤続の者(月分） 25年勤続の者(月分） 35年勤続の者(月分） 最高限度(月分） その他の加算措置等 備　考

一般会計の制度 2.325 2.325 4.65 有
前 年 度 2.300 2.350 4.65 有
本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

(5)

(6)

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月(月分) １２月(月分) (月分)

８号給（人）

比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

４号給（人） 1 1
６号給（人）

４号給（人） 1 1
６号給（人）

前
年
度

職員数(A)　(人） 1 1
比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

号給数別内訳

２号給（人）

８号給（人）

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

号給数別内訳

本
年
度

職員数(A)　(人） 1 1

２号給（人）

(4)
区 　　分 合　計 行 一 職
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その他の手当

住 居 手 当 同　　一
通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当 同　　一
管 理 職 手 当 同　　一

(8)
区　　　　分 一般会計の制度との差同 差異の内容
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千円 千円 千円 千円 千円

左の財源内訳

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

期間 金額 期間 金額 企業債

地方公営企業法適用事業
２，３６５

令和７年度から
９３５

令和８年度から
２，６１５ ２，６１５

令和８年度まで 令和９年度まで
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（単位：千円）　

6 特 別 損 失
(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(1)

18,093 206,788
経 常 損 失 2,115

5 特 別 利 益

(2) 雑 支 出 18

令和７年度　久米南町公共下水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）

1 営 業 収 益

2 営 業 費 用

(1) 下 水 道 使 用 料 38,518
(2) 受 託 工 事 収 益 0

(1) 管 渠 費 11,628
(2) 処 理 場 費 38,005

(3) そ の 他 営 業 収 益 3,019 41,537

(5) 資 産 減 耗 費 540 250,440
営 業 損 失 208,903

(3) 総 係 費 14,105
(4) 減 価 償 却 費 186,162

(2) 他 会 計 補 助 金 132,602

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 92,271

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 6

(3) 補 助 金 0

(5) 雑 収 益 2 224,881
4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 18,075

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 18,684
その他未処分利益剰余金変動額 0

16,569

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0
当 年 度 純 損 失 2,115

当年度未処分利益剰余金
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（単位：千円）　

(1) 有形固定資産
イ 土 地 106,586

令和７年度　久米南町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 116,275
減価償却累計額 △ 6,857 109,418

ハ 構 築 物 4,028,535
減価償却累計額 △ 224,523 3,804,012

ニ 機 械 及 び 装 置 284,834
減価償却累計額 △ 139,051 145,783

(3)
イ 基 金 10,676

ホ 建 設 仮 勘 定 30,000
有形固定資産合計 4,195,799

投資その他の資産

(2) 無形固定資産

2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 10,676

(1) 現 金 預 金 25,712
(2) 未 収 金 1,237

固 定 資 産 合 計 4,209,625

資 産 合 計 4,236,489

貸 倒 引 当 金 △ 85 1,152
流 動 資 産 合 計 26,864

イ ソ フ ト ウ ェ ア 3,150
無形固定資産合計 3,150
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負 債 の 部
3 固 定 負 債

充てるための企業債 849,700
固 定 負 債 合 計 849,700

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 85,843

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

525
ロ 法定福利費引当金 102

(2) 未 払 金 6,986
(3) 引 当 金

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 2,232,738

引 当 金 合 計 627
流 動 負 債 合 計 93,456

6 資 本 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 183,625
繰 延 収 益 合 計 2,049,113

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 1,177,324
資 本 金 合 計 1,177,324

利益剰余金合計 16,569

負 債 資 本 合 計 4,236,489

剰 余 金 合 計 66,896
資 本 合 計 1,244,220

資本剰余金合計 50,327

負 債 合 計 2,992,269

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

国 庫 補 助 金 50,327

イ 減 債 積 立 金 16,569
(2)

イ
ロ 他 会 計 負 担 金 0

イ 賞 与 引 当 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 5 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ予定貸借対照表等に関する注記
1 後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は４６４，７４８千円である。
2 引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲセグメント情報に関する注記
久米南町公共下水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

令和７年度　注記表

(1)

3
31
4

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金９５千円を

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより公共下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、公共下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

(2)

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金５０２千円を取り崩す予定である。

(2)
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（単位：千円）　

5,818
無形固定資産合計 5,818

無形固定資産

(1) 有形固定資産
イ 土 地 106,586

減価償却累計額 △ 10,286 105,989
ハ 構 築 物 4,099,080

減価償却累計額 △ 336,066 3,763,014
ニ

令和８年度　久米南町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 116,275

機 械 及 び 装 置 496,994
減価償却累計額 △ 165,486 331,508

(2)
イ 基 金 10,677

ホ 建 設 仮 勘 定 3,000
有形固定資産合計 4,310,097

投資その他の資産

(1)
イ ソ フ ト ウ ェ ア

2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 10,677

(1) 現 金 預 金 58,349
(2) 未 収 金 1,237

固 定 資 産 合 計 4,326,592

貸 倒 引 当 金 △ 95 1,142
流 動 資 産 合 計 59,491
資 産 合 計 4,386,083
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3 固 定 負 債
(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

負 債 の 部

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計 862,315

(2) 未 払 金 6,986
(3) 引 当 金

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 88,185

引 当 金 合 計 653
流 動 負 債 合 計 95,824

イ 賞 与 引 当 金 545
ロ 法定福利費引当金 108

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 256,354
繰 延 収 益 合 計 2,159,034

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 2,415,388

(1) 資 本 金 1,177,324
資 本 金 合 計 1,177,324

6 資 本 金

50,327
ロ 他 会 計 負 担 金 0

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

ロ 当年度末未処理剰余金 24,690
利益剰余金合計 41,259

負 債 資 本 合 計 4,386,083

剰 余 金 合 計 91,586
資 本 合 計 1,268,910

イ 減債積立金 16,569

資本剰余金合計 50,327

負 債 合 計 3,117,173

資 本 の 部

充てるための企業債 862,315

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ予定貸借対照表等に関する注記
1 後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は４６４，７４８千円である。
2 引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲセグメント情報に関する注記
久米南町公共下水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金５２５千円を取り崩す予定である。

(2)
当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金１０２千円を

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより公共下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、公共下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

(2)

5

令和８年度　注記表

(1)

3
31
4
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒉

90.

⒈ ⒈

⒉

⒉ ⒈

⒊ ⒈

⒋ ⒈

⒌ ⒈

⒍ 90.

基金利息 1

公共下水道事業収益 266,904 268,159 △ 1,255

下水道使用料 42,000 42,360 △ 360 下水道使用料 42,000
⒈ 営業収益

令和８年度　久米南町公共下水道事業会計事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

45,019 45,379 △ 360
公共下水道使用料 42,000

その他営業収益 3,019 3,019 0 手数料 19 排水設備指定工事店申請手数料等 14
督促手数料 5

その他営業収益 3,000 受益者分担金 3,000

受取利息及び配当金 2 6 △ 4 預金利息 1 預金利息
221,885 222,780 △ 895

1
基金利息 1
他会計補助金 149,151

長期前受金戻入 72,729 92,271 △ 19,542 長期前受金戻入 72,729 長期前受金戻入 72,729

他会計補助金 149,151 130,500 18,651 他会計補助金 149,151
補助金 0 0 0 国庫補助金 0

消費税等還付金 1
雑収益 2 2 0 その他雑収益 2 行政財産使用料等 2
消費税及び地方消費税還付金 1 1 0 消費税及び地方消費税還付金 1

⒉ 営業外収益

国庫補助金 0

- 48 -



（単位：千円）　

⒈

⒈

⒘

⒙

⒚

⒛

21.

25.

27.

37.

⒉

⒔

⒖

⒘

⒙

21.

25.

26.

27.

37.

⒊

⒉

⒊

⒈ 営業費用 228,132 253,839

総係費 14,874 14,557 317
給料 3,722

浄化センター運転管理業務 6,000

下水汚泥運搬業務等 4,980

浄化センター全窒素・全りん計精密点検 650

金　額

保険料 61
処理場費 55,761 39,797 15,964

光熱水費 24

公共下水道事業費用 248,565 275,434 △ 26,869

 支　出

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分

△ 25,707

管渠費 11,464 12,783 △ 1,319
委託料 650 マンホールポンプ槽清掃業務等 650
手数料 33 マンホール汚水抜き取り作業手数料 33

マンホールポンプ設備敷地賃借料 20
工事請負費 2,000 公共ます及び取付管新設工事 2,000
賃借料 20

マンホールポンプ液面制御設備修繕等 4,200
動力費 4,200 マンホールポンプ電気代 4,200
修繕費 4,200

浄化センター水道料 24

材料費 300 マンホール蓋代 300
61建物災害共済保険料

通信運搬費 36
委託料 43,310

手数料 12

薬品費 3,109

事業系一般廃棄物処分手数料等

高度処理用凝集剤（PAC)等

汚水処理設備部品代等

473
住居手当 0
通勤手当 336

手当 3,143 扶養手当

時間外勤務手当 163

12

動力費 6,600 浄化センター電気料 6,600
浄化センター設備緊急修繕 2,500

浄化センター電話料 36
下水道施設保守点検業務 31,680

建物災害共済保険料 80

給料 3,722

3,109
90

修繕費 2,500

材料費 90
保険料 80
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（単位：千円）　

⒋

⒌

⒍

⒏

⒒

⒓

⒕

⒘

⒙

⒚

21.

27.

34.

37.

38.

⒋ ⒈

⒉

⒌ ⒈

⒈ 営業費用

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

区　　分 金　額

プリンター使用料等 99

量水器 154

ポンプ設備更新分 4,567

機械及び装置減価償却費 26,435

929

公用車任意保険料等 66
貸倒引当金繰入額 10 貸倒引当金 10
保険料 66

186,162 △ 44,696 有形固定資産減価償却費 141,407

期末手当 613

備　　　考

児童手当 600
勤勉手当 460

一般職普通退職手当及び負担金 373
休日・夜間勤務手当 125

法定福利費 1,225 共済組合負担金 1,225
賞与引当金繰入額 545

共済組合負担金引当額繰入

普通旅費 4
108法定福利費引当金繰入額 108

166

旅費 4

燃料費 166
281備消品費 281

公用車燃料代
印刷製本費 50
委託料 4,045

賃借料 442
手数料 476

材料費 154
修繕費 332

3,429
構築物減価償却費 111,543
建物減価償却費

日本下水道協会負担金等 105

量水器交換 332

公用車リース料 343

1,030

口座振替等手数料等

公営企業会計支援業務委託料 1,815
マンホールカード印刷代

料金システム委託料
会計システム委託料

476
271

賞与引当金繰入額 545

検針委託料

ソフトウェア減価償却費 59

50

送付用封筒代等

資産減耗費 4,567 540 4,027 固定資産除却費 4,567

減価償却費 141,466

負担金 105

無形固定資産減価償却費 59
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（単位：千円）　

⒈ ⒈

⒉ ⒈

⒊ ⒉

⒈ ⒈

消費税等 1,500
雑支出 20 20 0 その他雑支出 20 過誤納 20
消費税及び地方消費税 1,500 1,500 0 消費税及び地方消費税 1,500

予備費
予備費

2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費
2,000 2,000 0⒋

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

区　　分 金　額
⒉ 営業外費用

2,000

備　　　考

企業債利息 16,91318,075 △ 1,162
18,433 19,595 △ 1,162

支払利息及び企業債取扱諸費 16,913 企業債利息 16,913
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒒
⒛

⒉ ⒘
⒛

⒈ ⒍

⒈ ⒈
⒉ ⒈

⒈ ⒈

委託料 3,300 自家発電設備詳細設計 3,300

92,000

3,000

その他企業債償還金 3,249 1,768 1,481 その他企業債償還金 3,249 地方公営企業適用債元金 3,249
建設改良等企業債償還金 82,594 80,756 1,838 建設改良等企業債償還金 82,594 建設改良等企業債元金 82,594

上神目枝線管渠工事
処理場建設改良費 223,300 14,000 209,300

⒈ 建設改良費

⒋ 基金積立金

⒈ 企業債

⒉ 補助金

 支　出

款　項

資本的支出

⒊ 企業債償還金

⒊ 負担金等

⒉ 固定資産購入費

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

99,000 7,000 92,000

備　　　考
区　　分 金　額

資本的収入 281,650 30,000 251,650

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項

16,000

152,650

286,300 33,000 253,300
256,149

マンホールポンプ更新

区　　分 金　額
比　較

節
備　　　考

3,319
料金システム構築業務委託料

3,000
60,000

工事請負費 220,000 脱水機更新工事 220,000

工事請負費 60,000
管路建設改良費 63,000

△ 465

30,000

19,000 44,000 備消品費

基金積立金 1 6
1 6

その他負担金 30,000

無形固定資産購入費 3,000 3,465

375,144 118,995

目
本年度
予算額

前年度
予算額

3,000 3,465

85,843 82,524

基金積立金 1△ 5 基金積立金 1

3,000

△ 5

△ 465 ソフトウェア購入費 3,000

152,650
7,000 145,650

建設改良等企業債 99,000 7,000

上神目枝線管渠工事
16,000 14,000

国庫補助金 152,650 7,000 145,650 国庫補助金 152,650 脱水機更新工事等

14,000 その他負担金 30,000

建設改良等企業債 99,000 脱水機更新工事

30,000

99,000
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